
規制・制度改革（国交省関係抜粋）
（別紙）

１．既定の改革の実施時期を前倒しする事項

番号 事項名 規制改革の概要 実施時期

1
国際航空貨物チャーター輸送における第
三国の航空会社による貨物チャーター便
の運航容易化

国際航空物流の活性化により、物流コストの低減を図る観点から、相互主義の確保に配慮しつつ、国際航
空貨物チャーター輸送における第三国の航空企業による貨物チャーター便の運航の容易化を平成22年中
の可能な限り早期に実施する。

平成22年中の可能
な限り早期に措置

2
国際航空貨物チャーター輸送における
フォワーダー・チャーター便の運航容易
化

国際航空物流の活性化により、物流コストの低減を図る観点から、相互主義の確保に配慮しつつ、国際航
空貨物チャーター輸送におけるフォワーダー・チャーター（利用運送事業者によるチャーター）の運航の容
易化を平成22年中の可能な限り早期に実施する。

平成22年中の可能
な限り早期に措置

3 国際航空運賃規制の緩和
我が国におけるＬＣＣの参入促進等の観点から、国際航空運賃の認可制度について、あらかじめ認可を受
けた上限額の範囲内であれば、機動的に運賃の設定・変更が行えるようにするための運用の緩和を、平
成22年中の可能な限り早期に実施する。

平成22年中の可能
な限り早期に措置

２．国を開く経済戦略分野を中心とした規制･制度改革事項

番号 事項名 規制改革の概要 実施時期

1
公共空間における収益施設の設置等に
係る規制緩和

地下街について、地方公共団体等に対し情報提供等の技術的支援を行うとともに、民間事業者が駅前広
場等の公共空間の利用を可能とする手法を提示する。また、国・地方公共団体が都市公園事業について
意見交換・協議する会議において、立体都市公園制度の活用等に関する情報を周知徹底する。

平成22年度措置

2
下水処理施設の改築・省スペース化によ
り生じる敷地の有効利用方針を国が策定

下水処理施設の改築時に施設の省スペース化等を実現できる膜処理技術について、その導入のためのガ
イドラインを作成し、普及を促進する。

平成22年度措置

3 港湾経営の民営化
我が国港湾の国際競争力強化を図る観点から、港湾の選択と集中を進め、公設民営の考え方のもと港湾
の経営に関する業務に民の視点を取り込み、港湾の一体経営を実現するため、「港湾経営会社（仮称）」制
度を創設する等、港湾法等所要の法改正を行う。

平成22年結論・平成
23年通常国会への
法案提出

4
国際旅客チャーター便の個札販売（航空
券のバラ売り）比率の一層の緩和

航空自由化が実現していない国・地域内の地点との間において、定期便の乗入指定指定地点間か否かを
問わず、一律、総座席数の50％未満まで、国際旅客チャーターの個札販売を可能とする。羽田空港を発着
する国際旅客チャーターについては、羽田空港の国際化にあわせて、深夜早朝時間帯は、他の空港と同
様、航空自由化が実現した国・地域内の地点との間では個札販売の制限を撤廃する。

平成22年中の可能
な限り早期に措置

5
LCC等の低コストな運航の実現のための
運航管理補助者の配置方法の明確化

我が国におけるLCCの参入促進等の観点から、各空港において気象情報や飛行計画等の機長への伝達
等を行う航空会社の運航管理補助者について、航空会社の事業の計画等で配置できることを明確化する
ことにより当該会社の柔軟な運航形態を支援することを平成２２年度中に実施する。

平成22年度措置


